










奥 野 久 雄
［事実］













































成14年 7 月、Ａの要介護認定の申請をし、Ａは、同年 8月22日、要介護 1の認定を受けた。





































　Ｙ4は、平成16年 3 月に介護福祉士の資格を取得し、同年 4月に登録を済ませたが、Ａの介護へ
の関わりは、Ａ宅を時折訪れて話をしたり散歩に連れて行ったりする程度で、本件事故当時の訪問
は月 2回程度にとどまっていた。























































































H. Okuno CHUKYO LAWYER
告を受け、週末にはＡ宅を訪れるなどしていたことも、Ｙ2がそのような地位・立場を引き継いだ
ことの一環として理解することができる。
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（ 9） 最判昭和49年 3 月22日民集28巻 2 号347頁
（10） 奥野前掲44頁
（11） 本判決の原審判決の研究として、宮下修一「認知症高齢者の列車事故と不法行為責任・成年後見
制度のあり方－「JR東海列車事故第一審判決」がもたらすもの－」静岡大学法政研究18巻 3 ・ 4
号31頁（2014年））がある。また、本判決の研究として、古笛前掲14頁がある。
（12） 平井宜雄『債権各論Ⅱ不法行為』弘文堂1992年214頁（このような特別の責任の認められる根拠
を家族関係の特殊性（とくに父母の義務）に求められる。）同旨のものとして、潮見前掲408頁、平
野裕之『民法総合 6　不法行為法』［第 3版］信山者2013年227頁、なお、池原毅和『精神障害法』
三省堂2011年286頁は、精神保健福祉法の改正（1999年）により保護者は法定監督義務者ではなく
なったという。
（13） 原審では長男Y2については、法定監督義務者に該当すると判断しているが、本判決ではこの点
を否定的に判示している。
